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(54) Title: CONTACT APPARATUS

(54) 発 明 の 名 称 ：接 点装 置

図 1 (57) Abstract: Provided i s a contact apparatus wherein a
higher contact pressure can be attained, while the size
thereof i s inhibited ：from becoming larger. The contact ap
paratus i s provided with a case ( 1); anchored terminals
(33) comprising anchored contacts (32) housed within the
case ( 1); a movable contact piece (35) comprising mov
able contacts (34) that make/break contact with the an
chored contacts (32); a movable shaft (5) comprising a
yoke contact section (52) that i s arranged between the up
per face of the movable contact piece (35) and the inner
face of the case ( 1), and that regulates the movement of
the movable contact piece (35) i n the direction of the an
chored contacts (32), and also comprising a shaft section
( 1) connected t o the yoke contact section (52); a yoke
plate (6) that comes in contact with the underside of the
movable contact piece (35), and i s opposed t o the yoke
contact section (52) with the movable contact piece (35)
interposed therebetween; a contact pressure spring (36)

< that applies force to the movable contact piece (35) i n the
direction of the anchored contacts (32); and an electro
magnet block (2) that drives the movable shaft (5) such
that the movable contacts (34) make/break contact with
the anchored contacts (32). The yoke contact section (52)
i s configured t o have a volume greater than that of the
yoke plate (6).

(57) 要 約 ：
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大型化を抑制 しつつよ り大きな接圧を得ることができる接点装置を提供する。ケース 3 1 と、ケース 3
1 内に収納 される固定接点 3 2 を有する固定端子 3 3 と、固定接点 3 2 に接離する可動接点 3 4 を有す
る 。 動接触子 3 5 と、可動接触子 3 5 の上面とケース 3 の内面との間に配設 されて可動接触子 3 5 の
固定接点 3 2 側への移動を規制するヨーク当接部 5 2 、及びヨーク当接部 5 2 に連結される軸部 5 か
らなる可動軸 5 と、可動接触子 3 5 の下面に当接 して可動接触子 3 5 を介 してヨーク当接部 5 2 に対向
するヨーク板 6 と、可動接触子 3 5 を固定接点 3 2 側へ付勢する接圧ばね 3 6 と、可動接点 3 4 が固定
接点 3 2 に接離するように可動軸 5 を駆動させる電磁石ブロック 2 とを備え、ョ一ク当接部 5 2 は、子
の体積がヨーク板 6 の体積より大きく設定される。



明細書

接点装置

技術分野

本発明は、接点装置に関するものである。

背景技術

従来か ら、図 1 8 に示すように、固定接点 3 2 を有する固定端子 3 3 と、可動接点 7 2

を有する可動接触子 7 と、ヨーク板 8 と、接圧ばね 3 6 と、可動軸 9 と、ケース 3

1 と、駆動手段 2 とを備えた接点装置が知 られている （例えば特許文献 1 参照）。

可動接触子 7 1 は、略矩形平板状に形成 されて上面の左右両端側に可動接点 7 2 が各々

形成 され、略中央に揷通孔 7 a が形成 される。

ヨーク板 8 1 は、磁性材料から形成され、矩形平板状に形成 されて上面が可動接触子 7

の下面に当接 した状態で当該可動接触子 7 に固定 され る。また、ヨーク板 8 は、そ

の略中央に揷通孔 8 a が形成される。

可動軸 9 は、可動接触子 7 の揷通孔 7 a 及び ヨーク板 8 の揷通孔 8 a を移動

自在に揷通する棒体状の軸部 9 1 1 と、磁性材料か ら矩形平板状に形成 されて軸部 9

の上端に固定 されるヨーク当接部 9 2 とか ら構成される。

ヨーク当接部 9 1 2 は、ヨーク板 8 と略等 しい厚 さに形成 され、可動接触子 7 の上

面に対向 して当該可動接触子 7 1 の固定接点 3 2 側への移動を規制する。また、ヨーク当

接部 9 2 は、可動接触子 7 を介 してヨーク板 8 に対向する。

接圧ばね 3 6 は、コイルスプリングか らな り、その内径部に可動軸 9 1 の軸部 9 1 1 が

揷通 し、上端が ヨーク板 8 の下面に当接 して当該 ヨーク板 8 を介 して可動接触子 7

を固定接点 3 2 側へ押圧する。

駆動手段 2 は、電磁石が用いられ、当該電磁石に可動軸 9 における軸部 9 の下端

が接続 される。

そ して、駆動手段 2 によって可動軸 9 1 が上方向へ移動 してヨーク当接部 9 2 が固定

接点 3 2 側へ移動 し、当該移動に伴 って可動接触子 7 に対する固定接点 3 2 側への規制

が解除される。そ して、可動接触子 7 1 が、接圧ばね 3 6 の付勢力によって固定接点 3 2

側へ移動 して可動接点 7 2 と固定接点 3 2 とが当接す る。

上記接点装置では、固定接点 3 2 と可動接点 7 2 との間 （接点間）に短絡電流等の大電

流が流れた際、可動接触子 7 の周囲に発生す る磁場の影響によって、可動接触子 7 に

対 して下向きの接点反発力が働 < 。

しか しなが ら、上記接点装置では、可動接点 7 2 が固定接点 3 2 に当接 して可動接触子

7 に電流が流れた際、可動接触子 7 1 の周囲に当該可動接触子 7 を中心 として ヨーク

当接部 9 1 2 及びヨーク板 8 1 を通る磁束が形成され る。これにより、ヨーク当接部 9 1



2 とヨーク板 8 との間に磁気吸引力が働き、当該磁気吸引力によって上記接点反発力を

抑制 して接点間における接圧の低下の抑制を図ろうとしたものである。

【特許文献 1 】特開 2 0 1 0 — 0 1 0 0 5 6 号公報

発明の概要

しか しなが ら、上記接点装置では、大型化を抑制 しつつよ り大きな接圧を得ることがで

きる接点装置が望まれていた。

本発明は、上記事由に鑑みてなされたものでぁリ、その 目的は、大型化を抑制 しつつよ

リ大きな接圧を得ることができる接点装置 を提供す ることにある。

上記課題を解決するために本発明の接点装置は、ケース内に固定接点及び可動接点を収

納 し、駆動手段によつて前記固定接点と可動接点とが互 いに接離する接点装置であって、

ケースと、前記ケース内に収納 される前記固定接点を有する固定端子 と、前記固定接点に

接離する可動接点を一面に有する可動接触子 と、前記ケース内において前記可動接触子の

一面側に配設 され、一面がケースの内面に対向 して他面が前記可動接触子の一面に対向す

る第一の ヨークと、前記ケース内において前記可動接触子の他面側に配設 され、一面が前

記可動接触子を介 して前記第一の ヨークの他面に対向す る第二の ヨークと、前記可動接触

子 を前記固定接点側へ付勢する接圧ばね と、前記可動接触子の前記固定接点側への移動を

規制する規制手段 と、前記規制手段に連結 され る可動軸 と、前記可動接点が前記固定接点

に接離す るように前記可動軸 を駆動させる駆動手段 とを備え、前記第一の ヨークは、その

体積が前記第二の ヨークよ り大き く形成されることを特徵 とする。
この接点装置において、第一の ヨークは、その厚みが前記第二の ヨークより大き く形成

されることが好ま しい。

この接点装置において、前記第一の ヨークは、その厚みが前記第二の ヨークの厚みの 2

倍に形成 されることが好ま しい。

この接点装置において、前記第一の ヨークは、前記可動接点の並設方向である第一の方

向 と前記可動接触子の厚み方向である第二の方向とに直交する第三の方向において、一端

側に当該一端方向へ向か うに従 って前記第一の方向に拡幅す る第一の拡幅部が形成され、

他端側には当該他端方向へ向か うに従 って前記第一の方向に拡幅す る第二の拡幅部が形成

され ることが好ま しい。

この接点装置において、前記可動接触子は、通電された際にその周囲に前記第一、第二

の ヨークを通る磁束を形成 し、前記第一のヨークは、その他面において前記磁束が入射す

る箇所及び出射する箇所のそれぞれに第一のテーパー面が形成 され、前記第二の ヨークは、

その一面において前記第一のテーパー面と対向する箇所に、当該第一のテーパー面と平行

な第二のテーパー面が形成され ることが好ま しい。

この接点装置において、前記可動接触子は、その他面が前記第二のヨークの一面に当接

し、前記可動接触子の他面 と、前記第二の ヨークの一面 とのいずれか一方には、第一の凸

部が形成され、いずれか他方には、前記第一の凸部が嵌ま り込む第一の凹部が形成される

ことが好ま しい。



この接点装置において、前記第二の ヨークは、その他面に第二の凸部が形成 され、前記

接圧ばねは、コイルばねか ら形成 されてその一端側内径部に前記第二の凸部が嵌ま り込む

ことが好ま しい。

この接点装置において、前記可動接触子には揷通¾ が形成 され、前記可動軸は前記揷通

孔に移動 自在に挿通する軸部、及び当該軸部の一端に設 けられて可動接触子の固定接点側

への移動 を規制する当接部を有することが好ま しい。

この接点装置において、天板、及び当該天板に対向する底板、及び天板 と底板 とを接続

する一対の側板 とか ら略矩形枠型に形成され、当該一対の側板間に前記可動接触子が配設

され る保持体 をさらに備え、前記第一 ヨークの一面が前記保持体の天板に当接 して当該保

持体に保持 され、一端が前記第二のヨークの他面に当接 して他端が前記保持体の底面に当

接 し、前記可動軸は前記保持体に連結 され ることが好ま しい。

この接点装置において、前記第一の ヨークの一面、及び当該一面に当接する前記保持体

の天板のいずれか一方には、第三の凸部が形成 され、いずれか他方には、前記第三の凸部

が嵌ま リ込む第三の凹部が形成 されることが好ま しい。

この接点装置において、前記側板は、内面側か ら厚み方向に切 り欠かれて切 り欠き部が

形成 され、当該切 り欠き部には、前記側板に対向す る前記第一、第二の ヨークの側端部が

収納 され ることが好ま しい。
この接点装置において、前記第一の ヨークは、その両端部が前記切 り欠き部に各々嵌合

することが好ま しい。
この接点装置において、前記第二の ヨークは、その両端部が前記切 り欠 き部の側縁に各々

摺接することが好ま しい。

この接点装置において、前記第一の ヨークは、前記保持体に係合することが好ま しい。

本発明では、大型化を抑制 しつつよ リ大きな接圧 を得ることが可能な接点装置 を提供す

ることができるという効果がある。

図面の簡単な説明

本発明の 目的及び特徴は、以下のような添付図面とともに与えられ る以降の望ま しい

実施例の説明か ら明白になる。

【図 1 】本発明の実施形態 1 における接点装置の断面図を示す。

【図 2 】同上における接点装置の斜視図を示す。

【図 3 】同上における接点装置の断面図を示す。

【図 4 】従来例における接点装置の要部概略図を示す。

【図 5 】本発明の実施形態 1 における接点装置の要部概略図を示す。

【図 6 】同上における接点装置の ヨーク当接部 とヨーク板との厚みの比に対す る接点

反発耐量の変化を示す。

【図 7 】本発明の実施形態 2 における接点装置の断面図を示す。 -JP201 0-1 6 1973

【図 8 】（a ) 、 ( b ) は、同上における接点装置の概略図を示 し、（a ) は、略鼓型の

ヨーク当接部 を備える本実施形態の接点装置 を示 し、（b ) は、略矩形型のヨーク当接部を



備える接点装置の一例 を示す。-JP201 0-1 6 1973

【図 9 】同上における接点装置の要部概略図を示す。-JP201 0-1 6 1973

【図 1 0 】同上における接点装置 を備える本発明の実施形態 3 における電磁継電器の

断面図を示す。

【図 1 1 】同上における電磁継電器の外観図を示す。

【図 1 2 】同上における電磁継電器の分解斜視図を示す。

【図 1 3 】同情における本発明の実施形態 4 における接点装置の斜視図を示す。

【図 1 4 】同上.における接点装置の断面図を示す。

【図 1 5 】同上における接点装置の断面図を示す。

【図 1 6 】同上における接点装置の别形態での要部拡大図を示す。

【図 1 7 】同上における接点装置に実施形態 1 におけるヨーク板 6 、 6 3 を適用 した

接点装置の断面図を示す。-JP201 0-1 6 1973

【図 1 8 】従来例における接点装置の断面図を示す。

発明を実施するため最良の形態

以下、本発明の実施の形態 を図面に基づいて説明する。

(実施形態 1 )

本実施形態の接点装置について図 1 ~ 6 を用いて説明を行 う。なお、図 1 における上下

左右を基準 とし、上下左右方向と直交する方向を前後方向として説明を行 う。

本実施形態の接点装置は、図 1 、 2 に示すように、ケース 3 1 と、固定接点 3 2 を有す

る固定端子 3 3 と、可動接点 3 4 を有する可動接触子 3 5 と、接圧ばね 3 6 と、可動軸 5

と、ヨーク板 6 と、電磁石ブロック （駆動手段） 2 とを備えている。

ケース 3 は、セラ ミック等の耐熱性材料か ら中空矩形箱型に形成され、その内部には、

固定接点 3 2 と可動接点 3 4 とが接離する際に発生す るアークを短時間で消弧するための

ガスが封入される。なお、このようなガスとしては、アークが発生する温度領域で最 も熱

伝導に優れた、例えば水素ガスを主体 とした混合ガスが用いられる。

固定端子 3 3 は、銅等の導電性材料によ り略円柱状に形成され、ケース 3 の上面に貫

設 される。そ して、固定端子 3 3 は、上端に鍔部 3 3 a が形成 され、下端に固定接点 3 2

が固着 されている。なお、固定接点 3 2 は、固定端子 3 3 と一体に形成されていてもよい。

また、固定端子 3 3 の上面か ら軸方向へね じ孔 3 3 b が形成されてお り、図示 しない外部

負荷等がね じ孔 3 3 b に図示 しないね じによって共締め固定される。

可動接触子 3 5 は、略矩形平板状に形成されて上面の左右両端側に可動接点 3 4 が各々

固着 され、下面略中央には略矩形板状の位置決め凸部 （第一の凸部）3 5 a が形成される。

また、可動接触子 3 5 は、略中央に厚み方向に揷通す る揷通孔 3 5 b が形成されている。

そ して、可動接触子 3 5 は、可動接点 3 4 を固定接点 3 2 に対向させた状態でケース 3 1

内に収納 され る。

可動軸 5 は、棒体状の軸部 5 と、磁性材料か ら形成 されて軸部 5 1 の上端に当該軸部

5 と一体に設けられるヨーク当接部 （第一の ヨーク、規制手段）5 2 とか ら構成 される。



軸部 5 は、長尺丸棒状に形成 され、可動接触子 3 5 の揷通¾ 3 5 b 及びヨーク板 6 の

略中央に形成される揷通孔 6 c に揷通自在に設けられる。

ヨーク当接部 （第一の ヨーク） 5 2 は、図 2 に示すように、磁性材料か ら厚みが t 1 の

矩形板状に形成 されて軸部 5 の上端に接続 され、下面が可動接触子 3 5 の上面に対向 し、

上面がケース 3 1 の上面に対向す る。なお、軸部 5 1 とヨーク当接部 5 2 とは一体成型 さ

れてもよい。

また、図 2 に示すように、ヨーク当接部 5 2 は、下面における前端及び後端の各角部が

面取 り処理 されて傾斜面 （第一のテーパー面） 5 2 a が各々形成 されている。

ヨーク板 （第二の ヨーク） 6 は、図 3 に示すように、磁性材料か らヨーク当接部 5 2 の

厚み t の半分の厚み t 2 ( t 2 = t / 2 ) を有 した矩形板状に形成 され、その上面略

中央に略矩形板状の凹部 （第一の凹部） 6 a が形成 され、下面略中央には略円板状の凸部

(第二の凸部） 6 b が形成 される。また、上記の通 りヨーク板 6 は、その略中央に厚み方

向に挿通する挿通孔 6 c が形成されている。

更に、 ヨーク板 6 は、上面の前端及び後端に、前後方向における先端側へ向か うに従 つ

て上方向へ傾斜する傾斜面 （第二のテーパー面） 6 d が形成 されている。ここで、傾斜面

6 d は、ヨーク当接部 5 2 における傾斜面 5 2 a と略平行に形成されると共に、当該傾斜

面 5 2 a と上下方向において対向する。

そ して、ヨーク板 6 は、揷通孔 6 c に可動軸 5 の軸部 5 1 が移動 自在に挿通 し、凹部 6

a に可動接触子 3 5 の位置決め凸部 3 5 a が嵌め込まれる。これによ り、ヨーク板 6 は、

可動接触子 3 5 に対 して位置決めされる。

接圧ばね 3 6 は、コイルスプリングが用いられ、その内径部に可動軸 5 における軸部 5

が移動 自在に揷通 し、上端側の内径部にヨーク板 6 における凸部 6 b が嵌め込まれて当

該 ヨーク板 6 に対 して位置決めされ る。また、接圧ばね 3 6 の下端は、ケース 3 1 の内壁

に当接 して当該内壁 とヨーク板 6 との間で圧縮状態で設けられ、ヨーク板 6 を介 して可動

接触子 3 5 を固定接点 3 2 側 （上方側）へ押圧する。ここで、上方へ押圧された可動接触

子 3 5 は、上面が ヨーク当接部 5 2 に当接 して固定接点 3 2 側への移動が規制 される。

電磁石 ブロック 2 は、可動軸 5 における軸部 5 1 の下端側が接続 され、通電の入 り切 り

に応 じて可動軸 5 を上方向へ移動 させる。 ここで、本実施形態の接点装置は、所謂常開型

の接点装置であり。電磁石 ブロック 2 が通電された際に、可動接点 3 4 が固定接点 3 2 に

当接するものである。以下、本実施形態の接点装置の動作について詳細に説明を行 う。

まず、電磁石ブロック 2 が通電 されると、当該電磁石ブロック 2 によって可動軸 5 が上

方へ移動 し、可動軸 5 におけるヨーク当接部 5 2 が上方へ変位 して可動接触子 3 5 の上方

への移動の規制が解除 される。す ると、図 3 に示すように、可動接触子 3 5 は、ヨーク板

6 を介 して接圧ばね 3 6 か ら受ける上方への付勢力によって固定接点 3 2 側へ変位 し、可

動接点 3 4 と固定接点 3 2 とが互 いに当接 して接点間が導通す る。 ここで、ヨーク当接部

5 2 は、駆動手段 2 によって変位後の位置が保たれ、接圧ばね 3 6 によって上方へ保持 さ

れた可動接触子 3 5 に当接または近接する。

そ して、接点間が導通 して可動接触子 3 5 に電流が流れ ることで可動接触子 3 5 の周囲



に磁場が発生 し、ヨーク当接部 5 2 とヨーク板 6 とが磁化 されて、当該 ヨーク当接部 5 2

とヨーク板 6 とは互 いに引き付け合 う。つま り、ヨーク当接部 5 2 とヨーク板 6 との間に

は、磁気吸引力が発生する。ここで、可動軸 5 は、電磁石 ブロック 2 によってその位置が

保たれていることか らヨーク当接部 5 2 の位置は保持 され、ヨーク板 6 が ヨーク当接部 5

2 か ら磁気吸引力を受けて可動接触子 3 5 を固定接点 3 2 側へ押圧する。そ して、上記磁

気吸引力は、接点間が当接する際、若 しくは、短絡電流等の大電流が可動接触子 3 5 に流

れた際に、可動接触子 3 5 に発生する接点反発力 （下向きの力）とは、略 1 8 0 度反対方

向に働 く。従 って、ヨーク当接部 5 2 とヨーク板 6 との間に働 く磁気吸引力は、接点反発

力を最 も効率よ く打ち消す方向に働 く力となっている。

ここで、図 4 に示すように、例えば ヨーク当接部 5 2 の厚み t 1 をヨーク板 6 の厚み t

2 に等 しく設定 （t 1 = t 2 ) した場合、可動接触子 3 5 内を右か ら左へ向か う磁束の数

と可動接触子 3 5 内を左か ら右へ向か う磁束の数 とが略等 しくなる。そのため、可動接触

子 3 5 は磁化せず、当該可動接触 3 5 とヨーク当接部 5 2 との間には磁気吸引力が働かず、

更に、可動接触子 3 5 に対 して磁束に起因する電磁力も発生 しない。

しか しなが ら、ヨーク当接部 5 2 の厚み t を厚 くすると （t 1 > t 2 ) 、図 5 に示す よ

うに、可動接触子 3 5 の周囲に発生す る磁界が、ヨーク当接部 5 2 の影響 を受けてそのバ

ランスを崩す。具体的に説明すると、左か ら右に向か う磁束は、ヨーク当接部 5 2 側へ引

き寄せ られて可動接触子 3 5 を通過する割合が減少する。一方、図 5 において、おか ら左

へ向か う磁束は、上方へ引き寄せ られて、可動接触子 3 5 を通過する割合が増加する。つ

ま り、図 5 において、可動接触子 3 5 を右か ら左へ通過する磁束の数が、可動接触子 3 5

を左か ら右へ通過す る磁束の数よりも多くなる。ここで、図 5 における紙面の表面側か ら

裏面側へ向か って可動接触子 3 5 内に電流が流れている場合、可動接触子 3 5 を右か ら左

へ通過する磁束は、可動接触子 3 5 に対 して上向きの電磁力を与える。また、可動接触子

3 5 を左か ら右へ通過する磁束は、可動接触子 3 5 に対 して下向きの電磁力を与える。従

つて、可動接触子 3 5 には、下向きの電磁力よ りも大きな上向きの電磁力 （ロー レンツ力）

が加わる。

従 って、可動接触子 3 5 には、上向きの電磁力、及びヨーク板 6 か ら受ける上向きの磁

気吸引力の 2 つの上向きの力が働 く。

ここで、ヨーク当接部 5 2 の厚み t 2 を変化させた場合における、接点反発耐量 （可動

接触子 3 5 に働 く上記上向き及び下向きの 3 つの力の和）の変化を図 6 に示す。図 6 に示

すように、ヨーク当接部 5 2 の厚み t をヨーク板 6 の厚み t 2 よ りも徐々に厚 くしてい

くと、接点反発耐量は、厚み t 1 の増加に比例 して大き くな リ、 t 2 / t = 0 . 5 とな

つた場合に最大となる。つま り、 t 1 ：t 2 = 2 ：1 と した場合に、接点反発耐量が最大

となる。

そ して、ヨーク当接部 5 2 の厚み t を更に厚 く （t 2 t 1 < 0 . 5 ) す ると、可動

接触子 3 5 に働 く電磁力が飽和する。一方、ヨーク板 6 を通る磁束は、減少 して当該 ョー

ク板 6 とヨーク当接部 5 2 との間に働 く磁気吸引力が減少する。従 って、接点反発耐量が

減少する。



つま り、ヨーク当接部 5 2 の厚み t とヨーク板 6 の厚み t 2 と力、 t ：t 2 = 2 ：

1 に設定 された本実施形態の接点装置は、大型化を抑制 しつつよ り大きな接圧を得ること

ができる。

また、本実施形態の接点装置では、ヨーク当接部 5 2 の下面の前後両端に傾斜面 5 2 a

が各々形成され、 ヨーク板 6 の上面の前後両端には、傾斜面 5 2 a と対向すると共に当該

傾斜面に平行となる傾斜面 6 d が各々形成 されている。そのため、ヨーク当接部 5 2 とョ

ーク板 6 とは、互 いに対向する面積が大きくな リ、上記磁気吸引力がよ り強 く働いて上記

接点反発耐量をよ り増大させることができる。

(実施形態 2 )

本実施形態の接点装置について図 7 〜 9 を用いて説明を行 う。なお、図 7 における上下

左右を基準 とし、上下左右方向と直交す る方向を前後方向として説明を行 う。また、実施

形態 1 と同 じ構成に対 しては、同一符号 を付 して説明を省略する。

図 7 では、ケース 3 1 の下面のみを表示 し、その他の面については省略 している。

ヨーク当接部 （第一の ヨーク） 5 2 は、図 7 、図 8 ( a ) に示すように、可動接触子 3

5 の上面における可動接点 3 4 間に対向 して配設 され、左右の各側端には、一対の固定端

子 3 3 を避けるようにそれぞれ略台形状の切 り欠き部 5 2 b が形成 されている。具体的に

説明すると、ヨーク当接部 5 2 は、前後方向における略中央か ら前方側、及び後方側へ向

か うに従 ってそれぞれ左右方向に幅広 となる拡幅部 （第一の拡幅部 5 2 1 、第二の拡幅部

5 2 2 ) を有 して磁性材料 を用いて略鼓型に形成されている。そ して、軸部 5 1 が、軸方

向へ移動 した際、各切 り欠き部 5 2 b 内に固定端子 3 3 が入 り込むことで、ヨーク当接部

5 2 が固定端子 3 3 に干渉することを防止できる。従 って、ヨーク当接部 5 2 の体積を、

例 えば図 8 ( b ) に示すような矩形型 とした場合よ りも大きくすることができる。なお、

軸部 5 とヨーク当接部 5 2 とは一体成型されてもよい。

本実施形態の接点装置では、ヨーク当接部 5 2 が、図 8 ( a ) で示 したように、略鼓型

に形成されて上記略矩形型に形成 された場合に比べてその体積が大き くなっている。その

ため、図 9 で示 したように、可動接触子 3 5 の周囲に発生する磁界が、ヨーク当接部 5 2

の影響を受けてそのバランスを崩 し、左か ら右に向か う磁束は、ヨーク当接部 5 2 側へ引

き寄せ られて可動接触子 3 5 を通過す る割合が減少する。一方、図 9 において、右か ら左

へ向か う磁束は、上方へ引き寄せ られて、可動接触子 3 5 を通過する割合が増加する。つ

ま り、図 9 において、可動接触子 3 5 を右か ら左へ通過する磁束の数が、可動接触子 3 5

を左か ら右へ通過する磁束の数よ りも多 くなる。ここで、図 9 における紙面の表面側か ら

裏面側へ向かって可動接触子 3 5 内に電流が流れている場合、可動接触子 3 5 を右か ら左

へ通過する磁束は、可動接触子 3 5 に対 して上向きの電磁力を与える。また、可動接触子

3 5 を左か ら右へ通過する磁束は、可動接触子 3 5 に対 して下向きの電磁力を与える。従

つて、可動接触子 3 5 には、下向きの電磁力よ りも大きな上向きの電磁力 （ロー レンツ力）

が加わる。

そのため、可動接触子 3 5 には、ヨーク板 6 か ら受ける上向きの磁気吸引力と、上向き

の電磁力との 2 つの上向きの力が働 く。このように、ヨーク当接部 5 2 を略鼓型としたこ
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とで、ヨーク当接部 5 2 が固定端子 3 3 に干渉することを防止 しつつ当該 ヨーク当接部 5

2 の体積 を増大でき、可動接触子 3 5 に対 して上記磁気吸引力に加えて、上向きの電磁力

を作用させることができる。また、ヨーク当接部 5 2 の厚みを増す ことな く当該 ヨーク当

接部 5 2 の体積 を増大 させて上記電磁力を発生 させ ることができることか ら、上下方向に

おいて接点装置が大型化することを防止できる。従 って、本実施形態の接点装置は、大型

化を抑制 しつつよ り大きな接圧を得ることができる。

(実施形態 3 〉

そ して、実施形態 3 の接点装置は、例えば、図 1 0 に示すような電磁継電器に用いられ

る。

上記電磁継電器は、図 1 0 ( a ) 、 （b ) 、図 1 1 ( a ) 、 （b ) 、図 1 2 ( a ) 〜 （c ) に

示すように、中空箱型のハウジング 4 内に、電磁石ブロック （駆動手段） 2 と接点ブロッ

ク 3 とを一体に組み合わせて構成される内器 ブロック 1 を収納する。以下、図 1 0 ( a )

における上下左右を基準 とし、上下左右方向と直交する方向を前後方向とする。

電磁石 ブロック 2 は、励磁巻線 2 2 が巻回するコイルポ ビン 2 1 と、励磁巻線 2 2 の両

端がそれぞれ接続 され る一対のコイル端子 2 3 と、コイルボ ビン 2 内に配設固定される

固定鉄心 2 4 と、可動鉄心 2 5 と、継鉄 2 6 と、復帰ばね 2 7 とを備える。

コイルボ ビン 2 1 は、樹脂材料によ り上端及び下端に鍔部 2 1 a 、 2 1 b が形成された

略円筒状に形成 され、鍔部 2 1 a 、 2 1 b 間の円筒部 2 c には励磁巻線 2 2 が巻回され

ている。また、円筒部 2 1 c の下端側の内径は、上端側の内径よ りも拡径 されている。

励磁巻線 2 2 は、図 1 2 ( c ) に示すように、コイルボ ビン 2 1 の鍔部 2 1 a に設けら

れ る一対の端子部 1 2 に端部が各々接続 され、端子部 1 2 1 に接続 される リー ド線 1 2

2 を介 して一対のコイル端子 2 3 とそれぞれ接続 され る。

コイル端子 2 3 は、銅等の導電性材料か ら形成され、半田等によ りリー ド線 1 2 2 と接

続 される。

継鉄 2 6 は、図 1 0 ( a ) に示すように、コイルボ ビン 2 1 の上端側に配設 される継鉄

板 2 6 A と、コイルポ ビン 2 1 の下端側に配設 され る継鉄板 2 6 B と、継鉄板 2 6 B の左

右両端か ら継鉄板 2 6 A 側へ延設 される一対の継鉄板 2 6 C とか ら構成 され る。

継鉄板 2 6 A は、略矩形板状に形成 され、その上面側略中央には凹部 2 6 a が形成 され

てお り、当該凹部 2 6 a の略中央には挿通¾ 2 6 c が形成 されている。

そ して、揷通孔 2 6 c には、上端に鍔部 2 8 a が形成される有底円筒状の円筒部材 2 8

が揷通 し、鍔部 2 8 a が凹部 2 6 a に接合される。ここで、円筒部材 2 8 の円筒部 2 8 b

内の下端側には、磁性材料か ら略円柱状に形成 され る可動鉄心 2 5 が配設 される。更に円

筒部 2 8 b 内には、磁性材料か ら略円筒状に形成されて軸方向において可動鉄心 2 5 と対

向する固定鉄心 2 4 が配設 される。

また、継鉄板 2 6 A の上面には、周縁部が継鉄板 2 6 A における揷通孔 2 6 c の開口周

縁に固定 される略円板状のキャップ部材 4 5 が設けられ、当該キャップ部材 4 5 によって

可動鉄心 2 5 の抜 け止めがなされ る。また、キャップ部材 4 5 は、その略中央が上方向へ

略円柱状に凹んで凹部 4 5 a が形成され、当該凹部 4 5 a 内に固定鉄心 2 4 の上端に形成
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され る鍔部 2 4 a が収納され る。

そ して、コイルボ ビン 2 1 における下端側の内周面 と、円筒部材 2 8 の外周面 との間に

形成 される隙間部分には、磁性材料か らなる円筒状のブッシュ 2 6 D が嵌合 されている。

そ して、ブッシュ 2 6 D は、継鉄板 2 6 A 〜 2 6 C と固定鉄心 2 4 と可動鉄心 2 5 と共に

磁気回路を形成 している。

復帰ばね 2 7 は、固定鉄心 2 4 の内径 2 4 b を揷通すると共に、下端が可動鉄心 2 5 の

上面 と当接 し、上端がキャップ部材 4 5 の下面に当接する。ここで、復帰ばね 2 7 は、可

動鉄心 2 5 とキャップ部材 4 5 との間に圧縮状態で設けられており、可動鉄心 2 5 を下方

へ弾性付勢するものである。

次に、接点ブロック 3 は、ケース 3 と、一対の固定端子 3 3 と、と可動接触子 3 5 と、

ヨーク板 6 と、接圧ばね 3 6 と、可動軸 5 とを備える。

可動軸 5 は、軸部 5 が、可動接触子 3 5 の略中央に形成される揷通孔 3 5 b 、及びョ

—ク板 6 の略中央に形成され る揷通孔 6 c 、及びキャップ部材 4 5 の略中央に形成 される

揷通 ¾ 4 5 b 、及び復帰ばね 2 7 を揷通する。そ して、軸部 5 1 は、下端部にね じ部 5 1

a が形成され、当該ね じ部 5 1 a が、可動鉄心 2 5 に軸方向に沿 って形成 され るね じ孔 2

5 a に螺合することで可動鉄心 2 5 と接続する。

ケース 3 1 は、セラ ミック等の耐熱性材料か ら下面が開口した中空箱型に形成され、そ

の上面には前記固定端子 3 3 が貫設する 2 つの貫通穴 3 1 a が並設 され る。そ して、固定

接点端子 3 3 が、鍔部 3 3 a をケース 3 1 の上面か ら突出させた状態で貫通穴 3 1 a に貫

設 されてろう付けにより接合 され る。

また、図 1 0 ( a ) に示すように、ケース 3 1 の開口周縁にはフランジ 3 8 の一端がろ

う付 けにより接合される。そ して、フランジ 3 8 の他端が第一の継鉄板 2 6 A とろう付け

によ り接合される。

更に、ケース 3 1 の開口部には、固定接点 3 2 と可動接点 3 4 との間で発生するアーク

を、ケース 3 1 とフランジ 3 8 との接合部か ら絶縁するための絶縁部材 3 9 が設けられて

いる。

絶縁部材 3 9 は、セラミックゃ合成樹脂等の絶縁性材料か ら上面が開口した略中空直方

体状に形成され、下面略中央に形成され る矩形枠 3 9 a 内の凹部に前記キャップ部材 4 5

の凸部 4 5 a が嵌合する。また、絶縁部材 3 9 の周壁の上端側がケース 3 の周壁の内面

に当接することで、固定接点 3 2 と可動接点 3 4 とか らなる接点部か ら、ケース 3 1 とフ

ランジ部 3 8 とか らなる接合部の絶縁 を図っている。

更に、絶縁部材 3 9 の内底面の略中央には、接圧ばね 3 6 の外径 と略同サイズの内径 を

有する円環状の壁部 3 9 c が形成 され、当該壁部 3 9 c の略中央には、可動軸 5 が揷通す

る揷通孔 3 9 b が形成 され る。そ して、当該壁部 3 9 c 内に接圧ばね 3 6 の下端部が嵌め

込まれることで接圧ばね 3 6 の位置ずれが防止 され る。

ハウジング 4 は、樹脂材料によって略矩形箱状に形成され、上面が開口 した中空箱型の

ハウジング本体 4 と、ハウジング本体 4 1 の開口に覆設する中空箱型のカバー 4 2 とか

ら構成される。



ハウジング本体 4 は、左右側壁の前端に電磁継電器を取 り付け面にね じ留めによ り固

定する際に用いられ る揷通孔 1 4 a が形成 された突部 1 4 1 が設けられている。また、

ハウジング本体 4 1 の上端側の開口周縁には段部 4 a が形成 されてお り、下端側に比べ

て外周が小さくなつている。そ して、段部 4 1 a よ りも上方の前面にはコイル端子 2 3 の

端子部 2 3 b が嵌め込まれる一対のス リツ ト4 1 b が形成 されている。更に、段部 4 1 a

よ りも上方の後面には、一対の凹部 4 1 c が左右方向に並設 されている。

カバー 4 2 は、下面が開口 した中空箱型に形成 されてお り、後面にはハウジング本体 4

に組み付ける際にハウジング本体 4 1 の凹部 4 c に嵌ま り込む一対の突部 4 2 a が形

成されている。また、カバー 4 2 の上面には、上面 を左右に略 2 分割する仕切 り部 4 2 c

が形成され、当該仕切 り部 4 2 c によって 2 分割 された上面にはそれぞれ、固定端子 3 3

が挿通す る一対の揷通孔 4 2 b が形成される。

そ して、図 1 2 ( c ) に示すように、ハウジング 4 に電磁石ブロック 2 及び接点ブロッ

ク 3 か らなる内器 ブロック 1 収納する際には、コイルポ ビン 2 1 の下端の鍔部 2 1 b とハ

ウジング本体 4 1 の底面 との間に略矩形状の下側ク ッシ ョンゴム 4 3 を介装 し、ケース 3

とカバー 4 2 との間に固定端子 3 3 の鍔部 3 3 a が揷通する挿通孔 4 4 a が形成された

上側クッションゴム 4 4 を介装する。

上記構成か らなる電磁継電器では、復帰ばね 2 7 が接圧ばね 3 6 よ りも高いばね係数を

有す ることで、復帰ばね 2 7 の付勢力によって可動鉄心 2 5 が下方へ摺動 し、それに伴 つ

て可動軸 5 も下方へ移動す る。これにより、可動接触子 3 5 は、ヨーク当接部 5 2 に下方

へ押圧されて当該 ヨーク当接部 5 2 と共に下方へ移動する。そのため、初期状態では可動

接点 3 4 が固定接点 3 2 と離間 している。

そ して、励磁巻線 2 2 が通電され、可動鉄心 2 5 が固定鉄心 2 4 に吸引されて上方へ摺

動すると、可動鉄心 2 5 に連結 された可動軸 5 も連動 して上方へ移動する。これによ り、

可動軸 5 の ヨーク当接部 5 2 が固定接点 3 2 側へ移動 し、可動接触子 3 5 に対する上方へ

の移動の規制が解除される。そ して、可動接触子 3 5 は、接圧ばね 3 6 の付勢力によ り固

定接点 3 2 側へ移動 し、可動接点 3 4 が固定接点 3 2 に当接 して接点間が導通する。

また、励磁巻線 2 2 への通電がオフされると、復帰ばね 2 7 の付勢力によって可動鉄心

2 5 が下方へ摺動 し、それに伴 って可動軸 5 も下方へ向か って移動する。そのため、ョー

ク当接部 5 2 が下方へ移動 して可動接触子 3 5 も下方へ移動す るので、固定接点 3 2 と可

動接点 3 4 とが離間 し、接点間が遮断される。

そ して、上記電磁継電器は、前記実施形態 2 における接点装置を備えることで、大型化

を抑制 しつつより大きな接圧を得ることができる。

前記継電器が前記実施形態 2 の接点装置 を備えるが、上記実施形態 1 の接点装置 を備え

ることも可能であることは当業者にとって自明な ことである。従 って、上記実施形態 1 の

接点装置 を備えた継電器についての詳細な説明は省略する。

(実施形態 4 )

本実施形態の接点装置について図 1 3 〜 1 7 を用いて説明を行 う。なお、図 1 3 におけ

る上下左右 を基準 とし、上下左右方向と直交する方向を前後方向として説明を行 う。また、



実施形態 2 と同様の構成については、同様の符号 を付 して説明を省略する。

本実施形態の接点装置は、ケース 3 と、固定接点 3 2 を有する固定端子 3 3 と、可動

接点 3 4 を有する可動接触子 3 5 と、 ヨーク板 （第一、第二の ヨーク） 6 3 、 6 4 と、接

圧ばね 3 6 と、保持部材 6 5 と、可動軸 6 6 と、電磁石ブロック 2 とを備える。

ヨーク板 （第一の ヨーク） 6 3 は、図 1 3 に示す ように、略中央か ら前後方向の先端側

へ向か うに従 って左右方向に拡幅する拡幅部 6 3 1 , 6 3 2 を有す る略鼓型に軟鉄材料等

の磁性材料を用いて形成され る。そ して、ヨーク板 6 3 は、可動接触子 3 5 の上面におけ

る可動接点 3 4 間に対向 して配設 され、ヨーク板 6 3 の左右両端に各々形成 される略台刑

型の切 り欠き部 6 3 3 に、一対の固定端子 3 3 がそれぞれ挿 し込まれている。

そ して、ヨーク板 6 3 の下面における前後両端には、図 1 5 に示すように、前後方向に

おいて先端側へ向か うに従 って上方へ向けて傾斜する傾斜部 6 3 a がそれぞれ形成されて

いる。また、ヨーク板 6 3 の上面略中央には、略矩形板状の凸部 （第三の凸部） 6 3 匕が

突設 されている。

ヨーク板 （第二の ヨーク） 6 4 は、図 1 3 , 1 4 に示すように、軟鉄等の磁性材料か ら

断面略コの字状に形成 されている。そ して、ヨーク板 6 4 は、前後方向に長い矩形板状の

ベース板 6 4 と、ベース板 6 4 の前後両端か ら上方へ向けて延設 される一対の延設壁

6 4 2 とか ら構成され る。

ベース板 6 4 1 は、上面略中央に略矩形板状の凹部 6 4 a が形成され、下面略中央には

略円板状の凸部 6 4 b が形成 される。そ して、ベース板 6 4 1 は、凹部 6 4 a に可動接触

子 3 5 における位置決め凸部 3 5 a が嵌め込まれて当該可動接触子 3 5 の下面に位置決め

され る。

また、一対の延設壁 6 4 2 は、可動接触子 3 5 における前後の側端に対向 し、先端部に

傾斜部 6 4 c が形成 されている。ここで、傾斜部 6 4 c は、前後方向において先端側へ向

か うに従 って上方向に傾斜 し、ヨーク板 6 3 における傾斜部 6 3 a と略平行に形成されて

当該傾斜部 6 3 a に対向する。

保持部材 6 5 は、天板 6 5 1 、及び天板 6 5 の下方に配置 されて上下方向において天

板 6 5 に対向する底板 6 5 2 、及び天板 6 5 1 と底板 6 5 2 とを連結 して前後方向にお

いて互いに対向する一対の側板 6 5 3 とか ら断面略矩形枠型に形成 されている。

天板 6 5 は、前後方向における略中央か ら前後方向の各先端側へ向か うに従 って拡幅

する略鼓型の板状に形成され、その略中央には、略矩形状の揷通孔 （第三の凹部） 6 5 a

が形成されている。

底板 6 5 2 は、略矩形板状に形成され、略中央に可動軸 6 6 が嵌挿する揷通孔 6 5 b が

形成 されている。 ここで、可動軸 6 6 は、上下方向に長い略棒体状に形成されおり、下端

側に電磁石ブロック 2 が接続 され、上端部が揷通？L 6 5 b に下方か ら揷 し込まれて底板 6

2 の上面 と面一 となる位置で固定されている。

側板 6 5 3 は、底板 6 5 2 の前後両端か ら上方へ向けて延設 される略矩形板状の延設壁

6 5 3 a と、延設壁 6 5 3 a の左右両端か ら上方へ向けて延設 されて天板 6 5 に各々接

続する帯板状の一対の連結材 6 5 3 b とか ら構成 される。そ して、一対の連結材 6 5 3 b



と延設壁 6 5 3 a と天板 6 5 1 とか ら、略矩形状の¾ 部 （切 り欠き部） 6 5 c が形成 され

る。

そ して、保持部材 6 5 内に、ヨーク板 6 3 , 可動接触子 3 5 、ヨーク板 6 4 、接圧ばね

3 6 が、上か ら順に配設 される。ここで、 ヨーク板 6 3 は、凸部 6 3 b が天板 6 5 1 の揷

通¾ 6 5 b に嵌め込まれると共に、前後両端部が側板 6 5 3 における孔部 6 5 c に嵌合 し

て保持部材 6 5 に位置決めされ、当該保持部材 6 5 に対 して例えば溶接等によって固定 さ

れ な。

また、可動接触子 3 5 は、一対の側板 6 5 3 間に配設 され、一対の可動接点 3 4 が固定

接点 3 2 に所定の間隔を空けて対向すると共に、上面が ヨーク板 6 3 の下面に対向する。

ここで、 ヨーク板 6 4 は、可動接触子 3 5 を介 して ヨーク板 6 3 に対向 し、延設壁 6 4 2

が孔部 6 5 c に揷 し込まれて傾斜部 6 4 c が ヨーク板 6 3 の傾斜面 6 3 a に対向する。ま

た、ヨーク板 6 4 は、延設壁 6 4 2 が孔部 6 5 c の側壁に摺接することで、位置ずれが防

止 される。

次に、接圧ばね 3 6 は、上端側内径部にヨーク板 6 4 の凸部 6 4 b が嵌め込まれて ョー

ク板 6 4 に対 して位置決めされ、下端が底板 6 5 2 の上面に当接 し、ヨーク板 6 4 と保持

部材 6 5 における底板 6 5 2 との間に圧縮状態で配設 される。そ して、接圧ばね 3 6 は、

ヨーク板 6 4 を介 して可動接触子 3 5 を上方へ押圧 し、可動接触子 3 5 は、天板 6 5 1 に

固定 されたヨーク板 6 3 に当接することで上方への移動が規制 される。

そ して、上記構成か らなる本実施形態の接点装置では、駆動手段 2 によって可動軸 6 6

が上方へ変位すると、それに伴 って可動軸 6 6 に接続 された保持部材 6 5 も上方へ変位す

る。す ると、当該変位に伴 って、保持部材 6 5 に固定されたヨーク板 6 3 も上方へ移動 し、

更に、可動接触子 3 5 もヨーク板 6 4 と共に上方へ移動する。これによ り、可動接点 3 4

が、固定接点 3 2 に当接 して接点間が導通 し、可動接触子 3 5 に電流が流れることで、図

5 に示すように可動接触子 3 5 の周囲に磁場が発生 して ヨーク板 6 3 , 6 4 を通る磁束

が形成される。

ここで、本実施形態の接点装置は、実施形態 2 の接点装置 と同様に、 ヨーク板 6 3 が略

鼓型に形成されている。そのため、ヨーク板 6 3 が固定端子 3 3 に干渉することを防止 し

つつ当該 ヨーク板 6 3 の体積 を増大でき、可動接触子 3 5 に対 して上記磁気吸引力に加え

て、上向きの電磁力を作用させることができる。また、ヨーク板 6 3 の厚みを増す ことな

く当該 ヨーク板 6 3 の体積を増大 させて上記電磁力を発生させ ることができることか ら、

上下方向において接点装置が大型化することを防止できる。従 って、本実施形態の接点装

置は、大型化を抑制 しつつよ リ大きな接圧を得ることができる。本実施形態の接点装置は、

大型化を抑制 しつつよ り大きな接圧を得ることができる。

本実施形態の接点装置が上記実施形態 2 の略鼓型のヨーク板 6 3 を備 えるが、図 1 7 に

示すように、厚みが ヨーク板 6 4 の厚み t 4 の 2 倍である厚み t 3 の上記実施形態 1 の ョ

ーク板 6 3 を備えることも可能であることが当業者にとって自明である。従 って、上記実

施形態 1 のヨーク板 6 3 を備えた本実施形態の接点装置についての詳細な説明は省略する。

また、本実施形態の接点装置では、上記の通 り保持部材 6 5 の一対の側板 6 5 3 に？L部



6 5 3 c が形成され、当該孔部 6 5 3 c にヨーク板 6 3 、 6 4 の前後両端部がそれぞれ揷

し込まれている。そのため、接点装置の前後方向の寸法を大き くすることな く、ヨーク板

6 3 , 6 4 の前後方向における寸法を大きくでき、 ヨーク板 6 3 , 6 4 間に働 く磁気吸引

力を増大 させ ることができて接点反発耐量 を更に増大 させることができる。

また、本実施形態では、保持部材 6 5 に対 してヨーク板 6 3 を溶接によ り固定 している

が、固定の方法はこれに限定 されず、接着、か しめ、係合による固定方法であってもよい。

なお、係合による固定方法の一例 としては、図 1 6 ( a ) に示すように、連結材 6 5 3 b

に被係合部 6 5 4 を形成す ると共に、ヨーク板 6 3 に係合突部 6 3 c 、 6 3 d を形成 し，

当該係合突部 6 3 c 、 6 3 d を被係合部 6 5 3 に係合 させ る。

具体的には、連結材 6 5 3 じが、天板 6 5 1 か ら下方へ延設 される延設片 6 5 3 c と、

延設片 6 5 3 c の先端か ら左右方向外側へ延設 され る接続片 6 5 3 d と、接続片 6 5 3 d

の先端か ら下方へ延設 されて延設壁 6 5 3 a に接続す る延設片 6 5 3 Θ とか らなる。

次に、ヨーク板 6 3 には、左右両端部に前方へ突出する係合突部 6 3 c と後方へ突出す

る係合突部 6 3 d とが形成 されて略 H 字状に形成され る。

そ して、図 1 6 ( b ) に示すように、ヨーク板 6 3 を一対の連結材 6 5 3 b 間に揷 し入

れて一対の延設片 6 5 3 c 間か らヨーク板 6 3 の左右両端 を突出させ、係合突部 6 3 c 、

6 3 d を接続片 6 5 3 d の上端側に突出させ る。これによ り、係合突部 6 3 c 、6 3 d が、

天板 6 5 及び延設片 6 5 3 c 及び接続片 6 5 3 d か ら形成される被係合部 6 5 4 に係合

し、ヨーク板 6 3 が保持部材 6 5 に係合固定される。なお、係合の方法については、上記

方法に限定されるものではない。

以上、本発明の望ま しい実施形態が説明されたが、本発明は これ らの特定の実施形態に

限定され ることな く、後続する請求範囲の範疇か ら外れず、多様な変更及び変形がなされ

得、それ も本発明の範疇内に属すると言える。



請求の範囲

【請求項 1 】

ケース内に固定接点及び可動接点を収納 し、駆動手段によって前記固定接点 と可動接点

とが互いに接離する接点装置であって、

ケースと、

前記ケース内に収納 され る前記固定接点を有する固定端子 と、

前記固定接点に接離する可動接点を一面に有する可動接触子 と、

前記ケース内において前記可動接触子の一面側に配設され、一面がケースの内面に対向

して他面が前記可動接触子の一面に対向する第一の ヨークと、

前記ケース内において前記可動接触子の他面側に配設され、一面が前記可動接触子を介

して前記第一の ヨークの他面に対向す る第二の ヨークと、

前記可動接触子 を前記固定接点側へ付勢する接圧ばね と、

前記可動接触子の前記固定接点側への移動を規制する規制手段 と、

前記規制手段に連結 され る可動軸 と、

前記可動接点が前記固定接点に接離するように前記可動軸を駆動 させ る駆動手段 とを備

え、

前記第一の ヨークは、その体積が前記第二の ヨークよ り大き く形成 され ることを特徴 と

す る接点装置。

【請求項 2 】

前記第一の ヨークは、その厚みが前記第二の ヨークより大き く形成され ることを特徴 と

す る請求項 1 記載の接点装置。

【請求項 3 】

前記第一の ヨークは、その厚みが前記第二の ヨークの厚みの 2 倍に形成 され ることを特

徵 とする請求項 1 または 2 記載の接点装置。

【請求項 4 】-JP2010-161973

前記第一のヨークは、前記可動接点の並設方向である第一の方向と前記可動接触子の厚

み方向である第二の方向とに直交する第三の方向において、一端側に当該一端方向へ向か

うに従 って前記第一の方向に拡幅する第一の拡幅部が形成 され、他端側には当該他端方向

へ向かうに従 って前記第一の方向に拡幅する第二の拡幅部が形成されることを特徴 とする

請求項 1 記載の接点装置。

【請求項 5 】

前記可動接触子は、通電 された際にその周囲に前記第一、第二の ヨークを通る磁束を形

成 し、

前記第一の ヨークは、その他面において前記磁束が入射する箇所及び出射する箇所のそ

れぞれに第一のテーパー面が形成され、

前記第二の ヨークは、その一面において前記第一のテーパー面 と対向す る箇所に、当該

第一のテーパー面 と平行な第二のテーパー面が形成 されることを特徴 とす る請求項 1 乃至



4 いずれか記載の接点装置。

【請求項 6 】

前記可動接触子は、その他面が前記第二のョークの一面に当接 し、

前記可動接触子の他面 と、前記第二のヨークの一面 とのいずれか一方には、第一の凸部

が形成され、いずれか他方には、前記第一の凸部が嵌ま り込む第一の凹部が形成され るこ

とを特徴 とする請求項 1 乃至 5 いずれか記載の接点装置。

【請求項 7 】

前記第二の ヨークは、その他面に第二の凸部が形成 され、

前記接圧ばねは、コイルばねか ら形成されてその一端側内径部に前記第二の凸部が嵌ま

リ込むことを特徵 とす る請求項 1 乃至 6 いずれか記載の接点装置。

【請求項 8 】

前記可動接触子には揷通¾ が形成 され、

前記可動軸は前記揷通¾ に移動 自在に揷通する軸部、及び当該軸部の一端に設けられて

可動接触子の固定接点側への移動を規制する当接部を有することを特徴 とする請求項 1 乃

至 7 いずれか記載の接点装置。

【請求項 9 】

天板、及び当該天板に対向する底板、及び天板 と底板とを接続する一対の側板 とか ら

略矩形枠型に形成 され、当該一対の側板間に前記可動接触子が配設 され る保持体を更に備

え、

前記第一のヨークの前記一面が前記保持体の天板に当接 して当該保持体に保持 され、

前記接圧ばねの一端が前記第二の ヨークの他面に当接 して他端が前記保持体の底面に当

接 し、

前記可動軸は前記保持体に連結 され ることを特徴 とする請求項 1 乃至 8 いずれか記載の

接点装置。

【請求項 "！0 】

前記第一の ヨークの一面、及び当該一面に当接す る前記保持体の天板のいずれか一方に

は、第三の凸部が形成 され、いずれか他方には、前記第三の凸部が嵌ま り込む第三の凹部

が形成され ることを特徴 とす る請求項 9 記載の接点装置。

【請求項 1 1 】

前記側板は、内面側か ら厚み方向に切 り欠かれて切 り欠き部が形成 され、当該切 り欠き

部には、前記側板に対向する前記第一、第二の ヨークの側端部が収納 され ることを特徴 と

する請求項 9 または 1 0 記載の接点装置。

【請求項 1 2 】

前記第一の ヨークは、その両端部が前記切 リ欠き部に各々嵌合することを特徵 とす る請

求項 1 1 記載の接点装置。

【請求項 1 3 】

前記第二の ヨークは、その両端部が前記切 リ欠き部の側縁に各々摺接することを特徴 と

する請求項 1 1 または 1 2 記載の接点装置。



【請求項 1 4 】

前記第一のヨークは、前記保持体に係合することを特徴 とする請求項 9 乃至 1 3 いずれ

か記載の接点装置。
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